
 
 

 

平成１８年３月期 中間決算短信（連結）  銀行      平成17年11月22日

上場会社名 株式会社  武蔵野銀行   上場取引所 東証第１部 
コード番号 ８３３６     本社所在都道府県 埼玉県 

（ＵＲＬ http://www.musashinobank.co.jp）    

代    表    者 役職名 取締役頭取  氏名 三輪  克明  

問合せ先責任者     役職名 執行役員総合企画部長 氏名 石川  誠 ＴＥＬ  （048）641－6111 

親会社名 （コード番号 ： － ）   特定取引勘定の設置の有無  無                    

米国会計基準採用の有無 無   親会社における当行の株式保有比率 ： － ％ 
 
１．17年9月中間期の連結業績（平成17年4月1日～平成17年9月30日） 

(1)連結経営成績 

 経常収益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円   % 百万円   % 百万円   %

17年9月中間期 38,142 4.8 10,747 36.0 6,070 38.8

16年9月中間期 36,399 1.3 7,899 18.2 4,374 46.8

17年3月期 75,200 16,276 8,631 
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 

 円 銭 円 銭

17年9月中間期 193.81  －  

16年9月中間期 139.24  －  

17年3月期 273.57  －  

（注）①持分法投資損益           17年9月中間期     －  株  16年9月中間期   －  株  17年3月期       －  株 
      ②期中平均株式数（連結） 17年9月中間期  31,322,005 株 16年9月中間期     31,417,894 株  17年3月期  31,372,010 株 
      ③会計処理の方法の変更 有 
      ④経常収益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 
1株当たり 

株主資本 

連結自己資本比

率 (国内基準)

 百万円 百万円  % 円 銭 %

17年9月中間期 3,082,965 129,892 4.2 4,147.14 9.40 

16年9月中間期 3,004,508 114,131 3.8 3,642.74 9.15 

17年3月期 3,042,885 121,204 4.0 3,869.46 9.34 

（注）期末発行済株式数（連結）   17年9月中間期  31,321,005株   16年9月中間期  31,331,213株   17年3月期  31,323,416 株 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

中間期末（期末）残高

 百万円 百万円 百万円 百万円

17年9月中間期 △ 48,635 △ 21,252    △ 795  83,932 

16年9月中間期 △ 9,779  △ 7,552 △ 1,870 143,251 

17年3月期 4,430  △ 9,554 △ 2,714 154,616 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 8 社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 － 社 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） － 社  （除外） － 社  持分法（新規） － 社  （除外） － 社 

２．18年3月期の連結業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日） 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通  期 75,300 19,500 10,700 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）  314 円 51 銭 

(注)1株当たり予想当期純利益(通期)は、平成17年11月15日付の公募増資に伴う増加株式数(2,700,000株)を考慮して

算出しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

１．企業の概要 

 

当行グループは、当行及び連結子会社８社で構成され、銀行業務を主体に現金等精査整理業務、リース業務などの金

融サービスに係る事業を行っております。 

 

   当行グループの事業系統図は次のとおりであります。 

 

 
  

 
 銀行業務 ・本店ほか支店90か店 

    ・銀行の従属業務を専ら営む連結子会社２社 

     ぶぎんビジネスサービス株式会社 

    （銀行事務代行業務） 

    ぶぎんビルメンテナンス株式会社 

 

 
   

（不動産管理業務、行員向け福利厚生業務） 

    

  

武

蔵

野

銀

行 

  
 リース業務 ・金融関連業務を専ら営む連結子会社１社 

    ぶぎん総合リース株式会社（リース業務） 

   
（注）当社では主としてリース業務を営んでおりますが、それ以外の業務については、

「その他」に含めております。 
 
 

    

 
  

 
 そ の 他 ・金融関連業務を専ら営む連結子会社５社 

     ぶぎん保証株式会社 

     （個人向け融資に係る信用保証業務） 

     むさしのカード株式会社 

     （クレジットカード業務［ＪＣＢ・ＶＩＳＡ］、金銭の貸付、信用保証業務） 

     ぶぎんシステムサービス株式会社 

     （コンピュータシステムの開発・販売・保守管理業務） 

     株式会社ぶぎん地域経済研究所 

     （県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、各種セミナーの開催） 

     株式会社ぶぎんキャピタル 

     （ベンチャー企業等への投資、経営相談） 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

 関係会社の状況 

 

当 行 と の 関 係 内 容 

名   称 住  所 資本金 
主要な事 

業の内容 

議決権の所

有（又は被

所有）割合 

役員の

兼任等

資 金

援 助

営業上 

の取引 

設備の

賃貸借

業 務 

提 携 

（連結子会社）  百万円  ％ 人 百万円    

ぶぎんビジネス 

サービス株式会

社 

さ いたま

市大宮区 
２０ 銀行事務代行業務

１００ 

（   － ） 

３ 

（ ０ ）
－ 

 

預金取引 
建物の 

一部 

賃貸 

 

－ 

 

ぶぎんビルメンテ 

ナンス株式会社 

さ いたま

市大宮区 
２０ 

不動産管理業務、

行員向け福利厚生

業務 

１００ 

（   － ） 

３ 

（ ０ ）
－ 

金銭貸借取引 

預金取引 

 

－ 

 

 

－ 

 

ぶぎん保証株式

会社 

さ いたま

市大宮区 
３２０ 

個人向け融資に係

る信用保証業務 

９５．２ 

（１．１） 

２ 

（ ０ ）
－ 

預金取引 

当行ローン債

務者に関する

保証取引 

建物の 

一部 

賃貸 

 

－ 

 

ぶぎん総合リー

ス株式会社 

さ いたま

市大宮区 
１２０ 

総合リース、ファク

タリング、営業資金

の貸付業務 

４５．０ 

（４０．０） 

２ 

（ ０ ）
－ 

金銭貸借取引 

預金取引 

リース取引 

 

－ 

 

 

－ 

 

ぶぎんシステム 

サービス株式会

社 

さ いたま

市大宮区 
２０ 

コンピュータシステ

ムの開発・販売、保

守管理業務 

６０．０ 

（５５．０） 

３ 

（ ０ ）
－ 預金取引 

建物の 

一部 

賃貸 

－ 

株式会社ぶぎん 

地域経済研究所 

さ いたま

市大宮区 
２０ 

県内経済・産業の

調査研究、経営・税

務等の相談、各種

セミナーの開催 

６２．５ 

（５７．５） 

３ 

（ ０ ）
－ 預金取引 

建物の 

一部 

賃貸 

－ 

株式会社ぶぎん 

キャピタル 

さ いたま

市大宮区 
２０ 

ベンチャー企業へ

の投資、経営相談 

５２．０ 

（４７．０） 

３ 

（ ０ ）
－ 

金銭貸借取引 

預金取引 

建物の 

一部 

賃貸 

 

－ 

 

むさしのカード 

株式会社 

さ いたま

市大宮区 
４０ 

クレジットカード業

務［JCB・VISA］、金

銭の貸付、信用保

証業務 

４２．６ 

（３７．７） 

２ 

（ ０ ）
－ 

金銭貸借取引 

預金取引 

 

－ 

 

 

－ 

 

（注）１．上記関係会社のうち、特定子会社はありません。 

２．上記関係会社のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の (   ) 内は連結子会社による間接所有の割合（内書き）であります。 

４．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（   ）内は、当行の役員（内書き）であります。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

２．経営方針並びに経営成績及び財政状態 

（１）経営方針 

＜経営の基本方針＞ 

銀行の持つ社会的・公共的責任を自覚し、より調和のとれた健全かつ透明性の高い経営を目指してまいります。 

また、お客さまのニーズに的確かつ迅速にお応えできる体制整備と自由闊達で創造力と活力に溢れた企業風土を醸成

し、行員一人ひとりが十分に個性を発揮でき、生きがいをもてるような銀行を確立してまいります。 

 

＜利益配分に関する基本方針＞ 

利益配分につきましては、地域金融機関としての経営の健全性と安定した収益を確保し、内部留保による財務体質の

強化を図るとともに、株主の皆様に報いるため利益の状況や経営環境等を総合的に考慮した上で、安定的な配当を継続

的に行うことを基本方針としております。 

 

＜対処すべき課題＞ 

平成１７年度は、これまで培ってきた「収益力の更なる向上」、「営業基盤の一層の拡充」、「財務体質の一段の強化」を

三位一体として取り組む中期経営計画の「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」の中間年度（2年目）に当たります。 

この計画に掲げる「地域貢献度 Ｎｏ．１銀行、埼玉県民のベストリテールバンク」を目指し、従来以上に良質で魅力ある

商品・サービスの提供に努めるとともに、健全な財務基盤の構築、透明性の高い経営を貫徹することにより、企業価値のさ

らなる向上を図ってまいりたいと存じます。 

また、１８年 1 月、更なる経営効率化のため地銀８行と基幹システム共同化に取り組むなど、今後とも不断の経営改革に

努めてまいります。 

 

      中期経営計画「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」の最終年度（平成１９年３月期）の計数目標 

 

 項      目 目 標 値  指      標 目    標 

コア業務純益 ２３０億円以上 コアＲＯＡ（コア業務純益ベース） ０．７０％以上 

経常利益 １８５億円以上 ＲＯＥ（当期純利益ベース） ８．５０％以上 
収 

益 
当期純利益 １００億円以上 コアＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） ６０．０％未満 

 

経

営

指

標 自己資本比率  ９．５０％以上 

 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況＞ 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当行では、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要課題と認識し、法令、行内規程を遵守しつつ、取締役会及び監査

役会において、取締役の職務の執行について厳正な監視を行っております。 

また、執行役員制度の導入により、経営と業務執行の役割分担を明確化し、取締役と執行役員がそれぞれ責任を持っ

て業務を行う体制としております。執行役員は取締役より権限委譲を受け、主要な部門の責任者として、迅速且つ効率的

に業務執行を行うことを主な任務としております。さらに、取締役の員数をスリム化することにより、迅速な経営判断を可能

としております。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

  ア．委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

       当行は監査役制度を採用しております。 

  イ．社外取締役・社外監査役の選任の状況 

       監査役4名中2名は、社外監査役を選任しております。 

  ウ．各種委員会の概要 

       経営の観点からコンプライアンス全般を評価し、あらゆる法令、行内規程の遵守はもとより、社会規範に則した誠実

かつ公正で透明性の高い企業活動を実現するため、「コンプライアンス委員会」を設置しております。委員長は取締役

頭取、委員は取締役及び常勤監査役並びに担当部長にて構成しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

  エ．業務執行・監視の仕組みと内部統制 

       取締役会 ： 取締役会は、取締役全員をもって構成され、毎月１回開催することを常例とし、必要に応じて随時臨時

の取締役会を開催し、経営に関する重要な事項、方針及び業務の執行を決定するほか、取締役が取

締役会にコンプライアンス、リスク管理、監査結果等の状況について定例的に報告しております。また、

監査役は、取締役会に出席して意見を述べることができ、監視効果を高めております。 

経営会議 ： 経営会議は、代表取締役のほか、取締役会で指名する取締役をもって構成され、原則として毎月２回

ないし４回開催することを常例とし、必要に応じて随時臨時の会議が開催されます。経営会議は、取

締役会の定める基本方針に基づいて業務全般に係わる計画及び実施方法に関する一切の重要事項

を検討審議しております。また、当会議には常勤監査役も出席しており、意見を述べることができま

す。 

執行役員制度 ： 執行役員は取締役より権限委譲を受け、主要な部門の責任者として、迅速且つ効率的に業務執

行を行うことを主な任務としております。 

  オ．弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

       会計監査人については、新日本監査法人及び公認会計士賀川寛一郎氏と契約しております。 

       その他、法律事務所、税理士と顧問契約を締結し、適宜助言を受けております。 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

該当事項はありません。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

「コンプライアンス委員会」を半期に一度開催し、コンプライアンスに係る推進施策の検討などを実施いたしました。 

 

＜親会社に関する事項＞ 

   該当ございません。 

 

（２）経営成績及び財政状況 

＜経営成績 ＞ 

 【 預金業務 】 

  預金は、個人・法人取引ともに順調に増加し、当中間連結会計期間末の預金残高は、前中間連結会計期間末比、８２０億

円（＋３．０％）増加し、２兆８，３６４億円となりました。 

     

 【 貸出金業務 】 

  貸出金は、県内の企業や個人のお客様のニーズにお応えし積極的に取り組みました結果、企業向け、個人向けともに順

調に増加し、当中間連結会計期間末の貸出金残高は、前中間連結会計期間末比１，５７６億円（＋７．９％）増加し、２兆 

１，５５３億円となりました。 

 

 【 有価証券業務 】 

  有価証券は、６，３８３億円と、国債の増加を主因に、前中間連結会計期間末比２８１億円（＋４．６％）増加いたしました。 

   なお、商品有価証券は、１０億円となりました。 
 

 【 損益状況 】 

  損益状況につきましては、本業の収益力を示すコア業務純益は、貸出金の増加や預り資産の販売好伸を主因に、４年連

続して上期ベースの過去最高益(１０８億円)を更新いたしました。経常利益は１０７億円、中間純利益は６０億円と何れも３年

連続で過去最高益を計上することができました。 

  

【 キャッシュ・フロー 】 

［ 営業活動によるキャッシュ・フロー ］ 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、預貸金等の銀行の本来業務に関するものであります。当中間連結会計期間は、預

金等の増加（３６１億円）、債券貸借取引受入担保金、いわゆるレポ取引による資金の調達(２８億円)及び営業活動等による

利益（３４億円）といった資金増加要因がありましたが、これらを上回る貸出金の増加（７７２億円）やコールローンの増加等 

（９１億円）の運用が増えたこと、さらには法人税等の支払額(４６億円)による資金の減少があったため、全体で４８６億円の資

金減少となりました。   
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株式会社 武蔵野銀行 

 

［ 投資活動によるキャッシュ・フロー ］ 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券、動産・不動産等の投資に関するものであります。当中間連結会計期間

は、全体で２１２億円強の資金減少となりましたが、その主因は、有価証券の運用増加（ネット２０６億円）によるものでありま

す。 

［ 財務活動によるキャッシュ・フロー ］ 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、資本に関するもので、当中間連結会計期間は、主として配当金の支払（７億円）によ

り、全体で８億円弱の資金減少となりました。 

   

このように、活動分野別のキャッシュがいずれも減少しました結果、当中間連結会計期間末の「現金及び現金同等物」の

残高は、前期末(１７年３月末)に比べ７０６億円減少し全体で８３９億円となっております。 

 

 

【 自己資本比率の状況 】 

  自己資本比率は、連結ベースで９．４０％、単体ベースで９．２８％となりました。この比率は、国内指導基準である４％を

大幅に上回っており、財務内容は引き続き高い健全性を堅持しております。 

 

＜次期の業績見通し＞ 

  平成１８年３月期は、中期経営計画「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」の中間年度(２年目)に当たることから、これまで以上に貸出の推進

及び預り資産の販売強化等により収益力の強化を図ってまいります。 

連結ベースでは、経常収益７５３億円、経常利益１９５億円、当期純利益１０７億円を見込んでおります。 

  単体ベースでは、経常収益６３８億円、経常利益１７３億円、当期純利益１００億円と、過去最高益を計画しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

３．中間連結財務諸表     

比 較 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

                                                                                           （単位：百万円） 

科            目 
平成１７年 

中間期末（Ａ） 

平成１６年 

中間期末（Ｂ） 

比   較 

（Ａ）－（Ｂ） 

平成１６年度末 

（Ｃ） 

比   較 

（Ａ）－（Ｃ） 

（  資   産   の   部  ）      

現 金 預 け 金 ８５，５１１ １４４，２７８ △ ５８，７６７ １５５，５７２ △ ７０，０６１

コールローン及び買入手形 ８２，６１９ １２０，０４４ △ ３７，４２５ ６９，８７７ １２，７４２

買 入 金 銭 債 権 １８，１８５ ２５，８６２ △ ７，６７７ ２３，７７４ △ ５，５８９

商 品 有 価 証 券 １，０５２ ７５３ ２９９ ４３５ ６１７

金 銭 の 信 託 １，５１８ １，５８０ △ ６２ １，５００ １８

有 価 証 券 ６３８，３２５ ６１０，１９９ ２８，１２６ ６１１，８９７ ２６，４２８

貸 出 金 ２，１５５，３９６ １，９９７，６９９ １５７，６９７ ２，０７８，２１３ ７７，１８３

外 国 為 替 １，９５２ ４，１３６ △ ２，１８４ １，６３９ ３１３

そ の 他 資 産 ４３，３５１ ４１，８９３ １，４５８ ４４，７２７ △ １，３７６

動 産 不 動 産 ３６，７１８ ３６，７４７ △ ２９ ３６，７３８ △ ２０

繰 延 税 金 資 産 １０，４４４ １７，２３４ △ ６，７９０ １４，３９３ △ ３，９４９

支 払 承 諾 見 返 ２６，３９１ ２７，７１２ △ １，３２１ ２６，９４９ △ ５５８

貸 倒 引 当 金 △ １８，５０１ △ ２３，６３５ ５，１３４ △ ２２，８３５ ４，３３４

投 資 損 失 引 当 金 △ ０ △ ０ ０ △ ０ ０

資 産 の 部 合 計 ３，０８２，９６５ ３，００４，５０８ ７８，４５７ ３，０４２，８８５ ４０，０８０

（  負   債   の   部  ）  

預 金 ２，８３６，４１１ ２，７５４，４１１ ８２，０００ ２，７９７，２１６ ３９，１９５

譲 渡 性 預 金 ５６０ ５，６１０ △ ５，０５０ ３，６１０ △ ３，０５０

コールマネー及び売渡手形 ７，４７２ １７，７６９ △ １０，２９７ ８，１６５ △ ６９３

借 用 金 ４０，７８８ ４１，４６８ △ ６８０ ４０，７６６ ２２

外 国 為 替 １３２ １６７ △ ３５ ９０ ４２

そ の 他 負 債 ２６，８５０ ２９，８５３ △ ３，００３ ３０，９０１ △ ４，０５１

賞 与 引 当 金 １，４１２ １，３７５ ３７ １，４１８ △ ６

退 職 給 付 引 当 金 ５，４９２ ５，２１１ ２８１ ５，４６３ ２９

再評価に係る繰延税金負債 ５，１１２ ５，１８５ △ ７３ ５，１００ １２

支 払 承 諾 ２６，３９１ ２７，７１２ △ １，３２１ ２６，９４９ △ ５５８

負 債 の 部 合 計 ２，９５０，６２４ ２，８８８，７６５ ６１，８５９ ２，９１９，６８２ ３０，９４２

（少  数  株  主  持  分 ）      

少 数 株 主 持 分 ２，４４８ １，６１０ ８３８ １，９９８ ４５０

（  資   本   の   部  ）      

資 本 金 ３６，６９０ ３６，６９０ － ３６，６９０ －

資 本 剰 余 金 ２９，３０２ ２９，３０１ １ ２９，３０１ １

利 益 剰 余 金 ４３，８５７ ３５，０３０ ８，８２７ ３８，６２９ ５，２２８

土 地 再 評 価 差 額 金 ７，５１４ ７，６２１ △ １０７ ７，４９６ １８

その他有価証券評価差額金 １４，２５１ ７，１６４ ７，０８７ １０，７９７ ３，４５４

自 己 株 式 △ １，７２４ △ １，６７８ △ ４６ △ １，７１１ △ １３

資 本 の 部 合 計 １２９，８９２ １１４，１３１ １５，７６１ １２１，２０4 ８，６８８

負債、少数株主持分及び 

資 本 の 部 合 計 
３，０８２，９６５ ３，００４，５０８ ７８，４５７ ３，０４２，８８５ ４０，０８０

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

比 較 中 間 連 結 損 益 計 算 書 

                                                                        （単位：百万円） 

科            目 
平成１７年 

中間期（Ａ） 

平成１６年 

中間期（Ｂ） 

比     較 

（Ａ）－（Ｂ） 

平成１６年度 

（要  約） 

 経 常 収 益  ３８，１４２ ３６，３９９ １，７４３  ７５，２００  

 資 金 運 用 収 益  ２５，６０４ ２４，８８２ ７２２  ５０，１２９  

 （ う ち 貸 出 金 利 息 ）  （  ２１，５１０ ） （ ２１，０１３ ） （   ４９７ ） （ ４２，４４２ ）

 （うち有価証券利息配当金）  （   ３，９８６ ） （  ３，７７９ ） （   ２０７ ） （  ７，４８６ ）

 役 務 取 引 等 収 益  ５，４３６ ４，９０２ ５３４  ９，４３４  

 そ の 他 業 務 収 益  １，３０５ １，３２７ △ ２２  ２，７０２  

 そ の 他 経 常 収 益  ５，７９６ ５，２８７ ５０９  １２，９３３  

 経 常 費 用  ２７，３９５ ２８，５００ △ １，１０５  ５８，９２３  

 資 金 調 達 費 用  １，０４８ １，０８５ △ ３７  ２，１７９  

 （ う ち 預 金 利 息 ）  （   ４３６ ） （   ４０７ ） （   ２９ ） （  ８１７ ）

 役 務 取 引 等 費 用  １，７４４ １，６３０ １１４  ３，３０１  

 そ の 他 業 務 費 用  ９４９ １，１９９ △ ２５０  ２，１２７  

 営 業 経 費  １７，９６０ １７，６７０ ２９０  ３４，９８３  

 そ の 他 経 常 費 用  ５，６９１ ６，９１４ △ １，２２３  １６，３３１  

 経 常 利 益  １０，７４７ ７，８９９ ２，８４８  １６，２７６  

 特 別 利 益  ３４２ ２７ ３１５  １４１  

 特 別 損 失  １９２ ４５０ △ ２５８  ９４１  

 税金等調整前中間（当期）純利益  １０，８９７ ７，４７６ ３，４２１  １５，４７５  

 法人税、住民税及び事業税  ２，７６８ １，７４５ １，０２３  ４，７０４  

 法 人 税 等 調 整 額  １，６１１ １，２２４ ３８７  １，５０８  

 少 数 株 主 利 益  ４４６ １３１ ３１５  ６３２  

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ６，０７０ ４，３７４ １，６９６  ８，６３１  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

比較中間連結剰余金計算書 
 

                                                                     （単位：百万円） 

科            目 
平成１７年 

中間期（Ａ） 

平成１６年 

中間期（Ｂ） 

比   較 

（Ａ）－（Ｂ） 
平成１６年度 

（  資 本 剰 余 金 の  部 ）     

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ２９，３０１ ２９，３０１ ０ ２９，３０１

資 本 剰 余 金 増 加 高 ０ ０ ０ ０

 自 己 株 式 処 分 差 益 ０ ０ ０ ０ 

資本剰余金中間期末（期末）残高 ２９，３０２ ２９，３０１ １ ２９，３０１

（  利 益 剰 余 金 の  部 ）  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ３８，６２９ ３１，４７３ ７，１５６ ３１，４７３

利 益 剰 余 金 増 加 高 ６，０７０ ４，３７４ １，６９６ ８，７５５

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ６，０７０ ４，３７４ １，６９６ ８，６３１

 

 

土 地 再 評 価 差 額 金 

取 崩 に よ る 増 加 高 
－ － － １２４

利 益 剰 余 金 減 少 高 ８４２ ８１７ ２５ １，６００

 配 当 金 ７８３ ７８９ △ ６ １，５７２

 役 員 賞 与 ４１ ２７ １４ ２７

 
土 地 再 評 価 差 額 金 

取 崩 に よ る 減 少 高 
１７ － １７ －

利益剰余金中間期末（期末）残高 ４３，８５７ ３５，０３０ ８，８２７ ３８，６２９

 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                                                   （単位：百万円） 

科                     目 
平成１７年 

中間期（Ａ） 

平成１６年 

中間期（Ｂ） 

比   較 

（Ａ）－（Ｂ） 
平成１６年度 

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前中間（当期）純利益 １０，８９７ ７，４７６ ３，４２１ １５，４７５

  減価償却費 ４４７ ４６３ △ １６ ９６４

  減損損失 １７０ － １７０ －

  貸倒引当金の増加額 △ ４，３３３ △ ２，１２９ △ ２，２０４ △ ２，９２８

  投資損失引当金の増加額 ０ ０ ０ ０

  債権売却損失引当金の増加額 － △ １０ １０ △ １０

   賞与引当金の増加額 △ ６ ５４ △ ６０ ９７

  退職給付引当金の増加額 ２９ ２１９ △ １９０ ４７１

  資金運用収益 △ ２５，６０４ △ ２４，８８２ △ ７２２ △ ５０，１２９

  資金調達費用 １，０４８ １，０８５ △ ３７ ２，１７９

  有価証券関係損益（△） ７６９ ３９５ ３７４ △ ７６

  金銭の信託の運用損益（△） △ １８ △ １９ １ △ ３５

  為替差損益（△） △ １７４ △ ３０４ １３０ △ ２６３

  動産不動産処分損益（△） １９ ４３ △ ２４ １０４

  商品有価証券の純増（△）減 △ ６１７ ７３３ △ １，３５０ １，０５１

  貸出金の純増（△）減 △ ７７，１８２ △ ６０，４１２ △ １６，７７０ △ １４０，９２６

  預金の純増減（△） ３９，１９４ ４６，３０５ △ ７，１１１ ８９，１１０

  譲渡性預金の純増減（△） △ ３，０５０ △ ２，９５０ △ １００ △ ４，９５０

  借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） ２２ △ ２，２９９ ２，３２１ △ ３，００２

  預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ ６２２ ３，１４３ △ ３，７６５ ３，２１５

  コールローン等の純増（△）減 △ ７，１５２ ３，０７８ △ １０，２３０ ５５，３３２

  コールマネー等の純増減（△） △ ６９３ △ １６１ △ ５３２ △ ９，７６５

  債券貸借取引受入担保金の純増減（△） ２，８２９ － ２，８２９ －

  外国為替（資産）の純増（△）減 △ ３１２ △ １，１０３ ７９１ １，３９３

  外国為替（負債）の純増減（△） ４１ △ １４５ １８６ △ ２２２

  資金運用による収入 ３２，０１４ ２５，３４６ ６，６６８ ５３，３７４

  資金調達による支出 △ １，０７７ △ １，１５６ ７９ △ ２，２７１

  その他 △ １０，６８７ △ ２，４３５ △ ８，２５２ △ ３，７５３

小       計 △ ４４，０４８ △ ９，６６５ △ ３４，３８３ ４，４３５

 法人税等の支払額 △ ４，５８７ △ １１４ △ ４，４７３ △ ４

 〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉 △ ４８，６３５ △ ９，７７９ △ ３８，８５６ ４，４３０

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有価証券の取得による支出 △ １７６，４６０ △ １２３，３９４ △ ５３，０６６ △ ２８４，４６９

 有価証券の売却による収入 １３２，９２５ ９９，８６２ ３３，０６３ ２１８，３２７

 有価証券の償還による収入 ２２，９０１ １６，８９０ ６，０１１ ５８，５９５

 金銭の信託の増加による支出 － △ １，１８４ １，１８４ △ １，２０３

 金銭の信託の減少による収入 １８ １，０９６ △ １，０７８ １，１９３

 動産不動産の取得による支出 △ ６８２ △ ９３４ ２５２ △ ２，５６２

 動産不動産の売却による収入 ４６ １１１ △ ６５ ５６６

 〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉 △ ２１，２５２ △ ７，５５２ △ １３，７００ △ ９，５５４

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 配当金支払額 △ ７７９ △ ７６２ △ １７ △ １，５７２

 少数株主への配当金支払額 △ ３ △ １ △ ２ △ １

 自己株式の取得による支出 △ ２０ △ １，１０９ １，０８９ △ １，１４２

   自己株式の売却による収入 ７ １ ６ ３

 〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉 △ ７９５ △ １，８７０ １，０７５ △ ２，７１４

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 △ ７０，６８３ △ １９，２０２ △ ５１，４８１ △ ７，８３７

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 １５４，６１６ １６２，４５４ △ ７，８３８ １６２，４５４

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ８３，９３２ １４３，２５１ △ ５９，３１９ １５４，６１６

 （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

10 



 
 

 

株式会社 武蔵野銀行 

 

４．中間連結財務諸表の作成方針 

（１）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社                          ８社 

     連結される会社名 

         ぶぎんビジネスサービス株式会社 

         ぶぎんビルメンテナンス株式会社 

         ぶぎん総合リース株式会社 

         ぶぎん保証株式会社 

         むさしのカード株式会社 

         ぶぎんシステムサービス株式会社 

         株式会社ぶぎん地域経済研究所 

         株式会社ぶぎんキャピタル 

②非連結子会社 

     該当ありません。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

     該当ありません。 

 

（３）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

     連結される子会社の中間決算日は次のとおりであります。 

          ９月末         ８社 

 

（４）会計処理基準に関する事項 

 ①商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

 ②有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち

時価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価

のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価

差額については、全部資本直入法により処理しております。 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時

価法により行っております。 

 ③デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 ④減価償却の方法 

当行の動産不動産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物 （建物附属設備を除く。）については

定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建     物 １５年～５０年 

   動     産  ４年～２０年 

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。 

 ⑤貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同

等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減

額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

また、現在は、経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権について

は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力

を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績

から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 
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すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回

収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は２０，４００百

万円であります。 

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

⑥投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められ

る額を計上しております。 

⑦賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計

期間に帰属する額を計上しております。 

⑧退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。  

     また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法に

より費用処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

⑨外貨建資産・負債の換算基準 

外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

⑩リース取引の処理方法 

当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

⑪重要なヘッジ会計の方法 

（イ）金利リスク・ヘッジ 

当行では、主にヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を目的として、各取引毎のヘ

ッジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。また、複数のヘッジ対象に対してデリ

バティブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。ヘッジ会計の方法は、貸出金等については繰延ヘッジ処理及び

金利スワップの特例処理を行っております。また、当行のリスク管理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理す

るとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺されているかを検証し、ヘッジの有効性を評価しております。 

連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、当行と同様の方法によっておりま

す。 

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する

繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺す

る目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に

見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、当中間連結会計期間末日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 

⑫消費税等の会計処理 

     当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

 

（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び

日本銀行への預け金であります。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会平成１４年８

月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号平成１５年１０月３１日)を当中間連

結会計期間から適用しております。これにより、税金等調整前中間純利益は１７０百万円減少しております。 

  なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」(昭和５７年大蔵省令第１０号)に基づき減価償却累計額を直接控除により表

示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 

 

注記事項 
 
（中間連結貸借対照表関係） 

①貸出金のうち、破綻先債権額は２，５９２百万円、延滞債権額は４４，３０９百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取

立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利

息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和４０年政令第９７号)第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる

事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 ②貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１８２百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 ③貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３３，５６７百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。 

 ④破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は８０，６５１百万円であります。 

   なお、①から④に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

⑤手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商

業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております

が、その額面金額は４１，９５７百万円であります。 

 ⑥担保に供している資産は次のとおりであります。 

       担保に供している資産 

          有価証券                  ２，９４３百万円 

          その他資産               ５，７４９百万円 

       担保資産に対応する債務 

          借用金                  ５，４５４百万円 

          債券貸借取引受入担保金        ２，８２９百万円 

   上記のほか、為替決済等の取引の担保として有価証券１０４，１５５百万円を差し入れております。 

   また、動産不動産のうち保証金権利金は２，２３４百万円であります。 

⑦当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係

る融資未実行残高は、２５１，２６１百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが１９３，８６６百万円ありま

す。なお、このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２４２，８６４百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及

び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変

化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証 
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券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じ

て契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

⑧ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益として「その他負債」に含めて計上しております。 

なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は４５百万円、繰延ヘッジ利益の総額は２２９百万円であります。 

⑨土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

       再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日 

       同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１

日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法

に基づいて、（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整形

地補正による補正等）合理的な調整を行って算出 
⑩動産不動産の減価償却累計額は２０，９００百万円であります。 

 ⑪借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金２７，５００百万円が含ま

れております。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

   「特別損失」には、固定資産の減損損失１７０百万円を含んでおります。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。 

平成１７年９月３０日現在 

               現金預け金勘定  ８５，５１１百万円 

               日本銀行以外の預け金     △ １，５７８百万円 

               現金及び現金同等物  ８３，９３２百万円 

 

（リース取引関係） 

（ 貸 主 側 ） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

・ リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間連結会計期間末残高 

 動      産 そ の 他 合      計 

取得価額 ３４，９６３百万円 ９，３８８百万円 ４４，３５２百万円 

減価償却累計額 ２１，８３６百万円 ５，２５３百万円 ２７，０９０百万円 

中間連結会計期間末残高 １３，１２７百万円 ４，１３４百万円 １７，２６１百万円 

 

 １  年  内 １  年  超 合      計 

・ 未経過リ－ス料 

  中間連結会計期間末            ５，２４３百万円      １２，２８２百万円       １７，５２５百万円 

  残高相当額 

・ 受取リース料                                                           ３，５２２百万円 

・ 減価償却費                                                             ２，７６０百万円 

・ 受取利息相当額             ８１６百万円 

・ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額との差額を利息相当額とし、各中間連結会計期間への配分方法については、

利息法によっております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権を含めて

記載しております。 

 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１６年９月３０日現在） 
 

 

 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円）

国   債 － － － － －

地 方 債 ２，６６７ ２，６８０ １３ １３ －

社   債 － － － － －

そ の 他 － － － － －

合   計 ２，６６７ ２，６８０ １３ １３ －

（注）１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

       ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年９月３０日現在） 
 

 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借 

対照表計上額

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

 株式 ３４，９４４ ４２，８９１ ７，９４６ ９，７８６ １，８４０

 債券 ４２９，０４６ ４３３，０２４ ３，９７８ ５，６７０ １，６９１

 国債 ２１４，０４３ ２１５，２８６ １，２４３ ２，１３５ ８９１

 地方債 １０６，０６６ １０７，１５０ １，０８４ １，７３６ ６５２ 

 社債 １０８，９３６ １１０，５８７ １，６５０ １，７９８ １４７

 その他 １２９，５８６ １２９，７０１ １１５ １，３３４ １，２１９

合  計 ５９３，５７６ ６０５，６１６ １２，０３９ １６，７９１ ４，７５１

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。 

       ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

       ３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表

価額とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりません。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

            ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

            イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

     また、上記の評価差額から繰延税金負債４，８７４百万円を差し引いた額７，１６４百万円が「その他有価証券評価

差額金」に計上されております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

３．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成１６年９月３０日現在） 

 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 １２，０２１ 

 事業債（私募債） １２，０２１ 

その他有価証券 ５，９９３ 

非上場株式（店頭売買株式を除く） ４，２００ 

投資事業組合 １，５７５  

その他 ２１７ 

 

Ⅱ 当中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成１７年９月３０日現在) 
 

 

 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円）

国   債 １，２００ １，１９３ △ ６ － ６

地 方 債 ５，３１３ ５，３５４ ４１ ４１ －

社   債 － － － － －

そ の 他 － － － － －

合   計 ６，５１４ ６，５４８ ３４ ４１ ６

（注）１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

       ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの(平成１７年９月３０日現在) 
 

 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借 

対照表計上額

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

 株式 ３５，３０１ ５５，６７６ ２０，３７４ ２０，８５６ ４８１

 債券 ４７１，３５５ ４７３，２０９ １，８５４ ３，８８４ ２，０３０

 国債 ２５６，３７８ ２５６，３５５ △ ２２ １，２６９ １，２９１

 地方債 １０３，４２８ １０４，２３８ ８０９ １，３１３ ５０３ 

 社債 １１１，５４７ １１２，６１５ １，０６７ １，３０２ ２３５

 その他 ９５，８１９ ９７，５３８ １，７１９ ２，２１３ ４９３

合  計 ６０２，４７６ ６２６，４２４ ２３，９４８ ２６，９５４ ３，００５

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したも

のであります。 

       ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

       ３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表

価額とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりません。 

なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

            ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

            イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

       また、上記の評価差額から繰延税金負債９，６９６百万円を差し引いた額１４，２５１百万円が「その他有価証券

評価差額金」に計上されております。 

 

３．時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成１７年９月３０日現在) 
 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券 １０，７９０ 

 事業債（私募債） １０，７９０ 

その他有価証券 ５，９６６ 

非上場株式（店頭売買株式を除く） ２，７５３ 

投資事業組合 ３，００９  

その他 ２０３ 

 

Ⅲ  前連結会計年度末 

 

１．売買目的有価証券(平成１７年３月３１日現在) 

 

 

  

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益 

に含まれた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 ４３５ ０ 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成１７年３月３１日現在) 
 

 

 

連結貸借対照表

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円）

国   債 ６００ ６０３ ３ ３ －

地 方 債 ５，３１２ ５，３９８ ８６ ８６ －

合   計 ５，９１３ ６，００２ ８９ ８９ －

（注）１．時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

       ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの(平成１７年３月３１日現在) 

 

 取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表

計上額（百万円）

評価差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

 株式 ３３，５４７ ４５，１７６ １１，６２９ １２，５１９ ８９０

 債券 ４５５，１４９ ４６１，０５１ ５，９０１ ６，７１７ ８１６

 国債 ２４０，４３０ ２４２，７５０ ２，３２０ ２，７４５ ４２５

 地方債 １０２，３９２ １０４，１２１ １，７２９ ２，０５０ ３２１ 

 社債 １１２，３２６ １１４，１７９ １，８５２ １，９２２ ６９

 その他 ９８，２５８ ９８，８７２ ６１３ １，３８５ ７７２

合  計 ５８６，９５５ ６０５，１００ １８，１４４ ２０，６２２ ２，４７８

   （注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものでありま

す。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額

とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

          当連結会計年度における減損処理額は、１，０９５百万円（うち、株式１，０９５百万円）であります。 

          また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

            ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

            イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

             ①時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

             ②発行会社が債務超過 

             ③発行会社が２期連続の赤字決算 

     なお、上記の評価差額から繰延税金負債７，３４６百万円を差し引いた額１０，７９７百万円が「その他有価証券評

価差額金」に計上されております。 

 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

      該当ありません。 

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

        

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

その他有価証券 ２１７，９３０ ３，４０１ １，７８４

 

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成１７年３月３１日現在) 

 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券   １１，６７８ 

 事業債（私募債） １１，６７８ 

その他有価証券   ４，０９３ 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２，２０８ 

 投資事業組合 １，６８０ 

 その他 ２０３ 

 

７．保有目的を変更した有価証券 

      該当ありません。 

 

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額(平成１７年３月３１日現在) 

 

 
１年以内（百万円）

１年超５年以内 

（百万円） 

５年超１０年以内

（百万円） 
１０年超（百万円）

債券 ３７，４５１ ２３９，３９３ １３０，７０１ ７０，６９９

国債 １０，９３４ １１３，９８３ ４７，１３３ ７０，６９９

地方債 ６１３ ５２，６６４ ５６，１５６ － 

社債 ２５，９０４ 7２，７４５ ２７，４１２ －

その他 ７，４３４ ４６，７１０ ２４，１３２ １４，４５２

合  計 ４４，８８６ ２８６，１０４ １５４，８３３ ８５，１５１
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株式会社 武蔵野銀行 

 

（金銭の信託関係） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間末 

 

１．満期保有目的の金銭の信託（平成１６年９月３０日現在） 

      該当ありません。 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成１６年９月３０日現在） 

 

 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借

対照表計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

うち益 

（百万円） 

うち損 

（百万円） 

その他の金銭の信託 ６１ ６１ － － －

 （注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により         

計上したものであります。 

         ２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。  

 

Ⅱ  当中間連結会計期間末 

 

１．運用目的の金銭の信託(平成１７年９月３０日現在) 

 

 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当中間連結会計期間の損益 

に含まれた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 １，５１８ － 

 

２．満期保有目的の金銭の信託(平成１７年９月３０日現在) 

      該当ありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成１７年９月３０日現在) 

      該当ありません。 

 

Ⅲ  前連結会計年度末 

 

１．運用目的の金銭の信託(平成１７年３月３１日現在) 

                                                                              

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益 

に含まれた評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 １，５００ － 

 

２．満期保有目的の金銭の信託(平成１７年３月３１日現在) 

      該当ありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外)(平成１７年３月３１日現在) 

      該当ありません。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

（その他有価証券評価差額金） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間末 
 
○その他有価証券評価差額金（平成１６年９月３０日現在） 

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                        

 金額（百万円） 

評価差額 １２，０３９ 

その他有価証券 １２，０３９ 
 
その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ ４，８７４ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） ７，１６４ 

（△）少数株主持分相当額 － 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 ７，１６４ 

 

Ⅱ  当中間連結会計期間末 
 
○その他有価証券評価差額金(平成１７年９月３０日現在) 

  中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                        

 金額（百万円） 

評価差額 ２３，９４８ 

その他有価証券 ２３，９４８ 
 
その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ ９，６９６ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） １４，２５１ 

（△）少数株主持分相当額 － 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 １４，２５１ 

 

Ⅲ  前連結会計年度末 
 
○その他有価証券評価差額金(平成１７年３月３１日現在) 

  連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。 

                                                                            

 金額（百万円） 

評価差額 １８，１４４ 

その他有価証券 １８，１４４ 
 
その他の金銭の信託 － 

（△）繰延税金負債 △ ７，３４６ 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） １０，７９７ 

（△）少数株主持分相当額 － 

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－ 

その他有価証券評価差額金 １０，７９７ 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

（デリバティブ取引関係） 

 

Ⅰ  前中間連結会計期間末 

 

（１）金利関連取引（平成１６年９月３０日現在） 

 

区  分 種     類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利先物 － － －
取引所 

金利オプション － － －

金利先渡契約 － － －

金利スワップ １，８１６ ４７ ４７

金利オプション － －  －
店  頭 

その他 － － －

 合    計 － ４７ ４７

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いており

ます。 

 

（２）通貨関連取引（平成１６年９月３０日現在） 

 

区  分 種    類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨先物 － － －
取引所 

通貨オプション － － －

通貨スワップ － － －

為替予約 ２，３９７ ２，４２０ △ ３

通貨オプション － － －
店  頭 

その他 － － －

 合    計 － ２，４２０ △ ３

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務

等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外

貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

 

（３）株式関連取引、（４）債券関連取引、（５）商品関連取引及び（６）クレジットデリバティブ取引については該当ありません。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

Ⅱ  当中間連結会計期間末 
 
(１)金利関連取引(平成１７年９月３０日現在) 

 

区  分 種     類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利先物 － － －
取引所 

金利オプション － － －

金利先渡契約 － － －

金利スワップ ３，６０５ ２１ ２１

金利オプション － －  －
店  頭 

その他 － － －

 合    計 － ２１ ２１

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いており

ます。 

 

(２)通貨関連取引(平成１７年９月３０日現在) 

 

区  分 種    類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨先物 － － －
取引所 

通貨オプション － － －

通貨スワップ － － －

為替予約 ３，２０１ ３，２７６ △ ７

通貨オプション － － －
店  頭 

その他 － － －

 合    計 － ３，２７６ △ ７

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務

等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外

貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

 

（３）株式関連取引、（４）債券関連取引、（５）商品関連取引及び（６）クレジットデリバティブ取引については該当ありません。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

Ⅲ  前連結会計年度末 

 

１．取引の状況に関する事項 

（１）取引の内容及び利用目的 

当行は、銀行全体の資産 ・負債に係る将来の金利変動、価格変動及び為替相場の変動等のリスクを回避しつつ収益

を確保するとともに、多様な金融サービスに対する顧客のニーズに応える目的から、金利スワップ取引、金利先物取引等

のデリバティブ取引を行っております。 

（２）取引に対する取組方針 

当行は、資産 ・負債の健全かつ効率的運営及び利益確保のため、十分なリスク管理のもとでデリバティブ取引を行う

方針であります。 

（３）取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引は、市場リスクと信用リスクを内包しております。市場リスクとは、市場における価格及び金利の変動に

より、取引対象物の価格が変動することであり､信用リスクとは、取引相手に契約不履行が生じた場合に被るリスクでありま

す。 

（４）取引に係るリスク管理体制 

当行ではこれらのリスクに対して、ＡＬＭ委員会を定期的に開催し、金利 ・経済環境の予測を基に銀行全体の資産・

負債が抱えるリスクを的確に把握するとともに安定的な収益確保のため、リスク管理の方策を協議・決定しております。 

なお、｢流動性リスク｣については日次、月次での資金の動きを把握し、資金ポジションの適切な管理を行い対応してお

ります。 

（５）定量的情報に関する捕捉説明 

 ｢取引の時価等に関する事項｣における契約額等は、デリバティブ取引における名目上の金額であり、これ自体が市

場リスク量や信用リスク量を表わすものではありません。 
 
２．取引の時価等に関する事項 

(１)金利関連取引(平成１７年３月３１日現在) 

 

区  分 種    類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち 

１年超のもの 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

金利先物 － － － －
取引所 

金利オプション － － － －

金利先渡契約 － － － －

金利スワップ ４，４９３ ２，７９６ △ ３８ △ ３８

受取固定・支払変動 － － － －

受取変動・支払固定 ４，４９３ ２，７９６ △ ３８ △ ３８ 

受取変動・支払変動 － － － －

金利オプション － － － －

店  頭 

その他 － － － －

 合    計 － － △ ３８ △ ３８

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。なお、「銀行業におけ

る金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第２４号)等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２．時価の算定 

         店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

（２）通貨関連取引（平成１７年３月３１日現在） 

 

区  分 種    類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち 

１年超のもの 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通貨先物 － － － －
取引所 

通貨オプション － － － －

通貨スワップ － － － －

為替予約 ３，０５８ － ３，１２２ △ ５

売建 １，８７９ － １，９１４ △ ３４
 
買建 １，１７９ － １，２０８ ２９

通貨オプション － － － －

店  頭 

その他 － － － －

 合    計 － － ３，１２２ △ ５

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権

債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は

当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

２．時価の算定 

     割引現在価値等により算定しております。 

 

（３）株式関連取引、（４）債券関連取引、（５）商品関連取引及び（６）クレジットデリバティブ取引については該当ありません。 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

５．セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間（自 平成１６年４月１日  至 平成１６年９月３０日） 

                                                                                                 

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
３０，６６３ ４，４６７ １，２６９ ３６，３９９ － ３６，３９９

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
１３２ ４６４ ４８５ １，０８２ （１，０８２） －

計 ３０，７９５ ４，９３１ １，７５５ ３７，４８２ （１，０８２） ３６，３９９

経常費用 ２３，３０７ ４，６２７ １，６４６ ２９，５８１ （１，０８１） ２８，５００

経常利益 ７，４８８ ３０４ １０８ ７，９００ （１） ７，８９９

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

       ２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

       （１） 銀行業務      銀行業務 

       （２） リース業務     リース業務 

       （３） その他       信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販売・保守管理業務、県内経

済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業への投資、経営相談 

 

当中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日  至 平成１７年９月３０日） 

                                                                                              

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益       

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
３１，９６０ ４，８７１ １，３１０ ３８，１４２ － ３８，１４２

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
１４９ ４８９ ５１９ １，１５８ （１，１５８） －

計 ３２，１０９ ５，３６１ １，８３０ ３９，３００ （１，１５８） ３８，１４２

経常費用 ２２，４５９ ４，８７９ １，２１２ ２８，５５１ （１，１５６） ２７，３９５

経常利益 ９，６５０ ４８１ ６１８ １０，７４９ （２） １０，７４７

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

       ２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

       （１） 銀行業務      銀行業務 

       （２） リース業務     リース業務 

       （３） その他       信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販売・保守管理業務、県内経

済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業への投資、経営相談 
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株式会社 武蔵野銀行 

 

前連結会計年度（自 平成１６年４月１日  至 平成１７年３月３１日） 

                                                                                                

 銀行業務 

（百万円） 

リース業務 

（百万円） 

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社

（百万円） 

連結 

（百万円） 

経常収益   

（１）外部顧客に対する 

    経常収益 
６３，６５３ ９，１０２ ２，４４３ ７５，２００ － ７５，２００

（２）セグメント間の内部 

    経常収益 
２６８ ９５７ １，０１１ ２，２３７ （2，２３７） －

計 ６３，９２１ １０，０６０ ３，４５４ ７７，４３７ （2，２３７） ７５，２００

経常費用 ４８，８４８ ９，３６２ ２，９４８ ６１，１５９ （2，２３５） ５８，９２３

経常利益 １５，０７３ ６９７ ５０６ １６，２７７ （1） １６，２７６

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

       ２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

       （１） 銀行業務      銀行業務 

       （２） リース業務     リース業務 

       （３） その他       信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販売・保守管理業務、県内経

済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業への投資、経営相談 

 

（２）所在地別セグメント情報 

 

   前中間連結会計期間（自平成１６年４月１日 至平成１６年９月３０日） 

   当中間連結会計期間（自平成１７年４月１日 至平成１７年９月３０日） 

   前連結会計年度（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

 

全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が１００％のため、所在地別セグメント情報の記載を省略してお

ります。 

 

（３）国際業務経常収益 

 

   前中間連結会計期間（自平成１６年４月１日 至平成１６年９月３０日） 

   当中間連結会計期間（自平成１７年４月１日 至平成１７年９月３０日） 

   前連結会計年度（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

 

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 
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株式会社 武蔵野銀行 
  
６．１株当たり情報 

                                                                                                   

 

前中間連結会計期間 

（自平成１６年４月 １日 

至平成１６年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

（自平成１７年４月 １日 

至平成１７年９月３０日） 

前連結会計年度 

（自平成１６年４月 １日 

至平成１７年３月３１日） 

１株当たり純資産額 円 ３，６４２．７４ ４，１４７．１４ ３，８６９．４６

１株当たり中間（当期）純利益 円 １３９．２４ １９３．８１ ２７３．５７

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益 
円 － － －

（注）１．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 前中間連結会計期間 

（自平成１６年４月 １日 

至平成１６年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

（自平成１７年４月 １日 

至平成１７年９月３０日） 

前連結会計年度 

（自平成１６年４月 １日 

至平成１７年３月３１日） 

中間（当期）純利益 百万円 ４，３７４ ６，０７０ ８，６３１

普通株主に帰属しない金額 百万円 － － ４８

  うち利益処分による 

役員賞与金 
百万円 － － ４８

普通株式に係る中間(当期) 

純利益 
百万円 ４，３７４ ６，０７０ ８，５８２

普通株式の（中間）期中平均 

株式数 
千株 ３１，４１７ ３１，３２２ ３１，３７２

      ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないことにより記載しておりません。 
 
７．生産、受注及び販売の状況 
 
銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 
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